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令和2年度の経営環境と業績

■自己資本比率（単体）の推移

13.75％
30

25

20

15

10

5

0

（単位：％）

５0，000
45，000
40，000
35，000
30，000
25，000
20，000
15，000
10，000
5，000

0

（単位：億円）

■貯金等の推移

4兆7,075億円
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令和2年度平成28年度 29年度 30年度 31年度

  令和2年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言の発令により、個 
人消費を中心に急速に悪化しました。その後は、一時的に個人消費が回復する場面も見られましたが、年
明けには再度緊急事態宣言が発令され、経済の悪化が懸念される状況となりました。
　こうしたなか、国内長期金利は、当初は日銀による緩和的な金融政策を背景にゼロ%近傍で推移しまし
たが、年明けにバイデン米政権が大規模な財政政策を打ち出し、米長期金利が大きく上昇すると、国内長
期金利も0.1%台に上昇しました。
　為替相場は、当初はFRBのドル供給施策により、円高が進行しましたが、年明けに米長期金利が大きく
上昇すると、円安に転じました。
　また、国内株式市場は、新型コロナウイルス感染症のワクチンの普及や各国の金融緩和・財政出動に 
より、経済の早期回復期待が高まったことを受け、大幅に上昇しました。

収支状況
　低金利状態の長期化に

伴う厳しい運用環境のなか、

運用の効率化・多様化に一

層努めたほか、適時売却によ

る債券売却益を計上したこ

と等により、経常収益は564

億円と、前年比増収となりま

した。一方、コロナ禍による大

口与信先の経営状況の悪化

に伴い、与信コストが大幅に

増加したことを受け、経常利益

は131億円、当期剰余金は

88億円と、いずれも前年度を

下回りました。

自己資本比率
　内部留保の増加等により

自己資本の額が増加したもの

の、有価証券等への積極投資

を背景に、リスク・アセットが大

幅に増加したことから、自己

資本比率は、前期比0.18ポイ

ント低下し、13.75%となりま

した。なお、JAバンク基本方

針で定める8%基準(国内基

準は4%)を大きく上回る水

準を確保しております。

貯金等
　貯金等は、会員JAからの受

け入れ等により、期中1,047億

円、2.2%増加し、期末残高は

4兆7,075億円となりました。

貸出金
　貸出金は、既往取引先と

の取引深耕や新規取引先の

開拓、並びに農業関連資金

に積極的に対応した結果、

期中335億円、5.7%増加し、

期末残高は6,221億円とな

りました。

有価証券等
　有価証券等は、保有債券の

効率的な運用のために残存期

間の短い債券等を一部売却し

たものの、将来の安定収益確

保のため、市況を見極めつつ

債券購入を行うとともに、運用

多様化を目的にファンド等へ

も積極的に投資した結果、期

中1,646億円、8.9%増加し、

期末残高は1兆9,977億円

となりました。
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　普通出資配当の額
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令和2年度
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①貯金等は譲渡性貯金を含めて記載しています。
②有価証券等は金銭の信託・買入金銭債権を含めて記載しています。
③職員数は常勤嘱託を除いた人数となっています。
④「自己資本比率(単体)」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」(平成18年金融庁・農林水産省告示第2号)に基づき
  算出しております。
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